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化学物質に関係のある法律で平成15年12月から
平成16年6月までに改正のあったものの概要をご
紹介いたします。これらは概要のためすべての内
容は網羅しておりません。詳細は必ず官報、ホー
ムページ等でご確認ください。
1．化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律

（化審法）

化審法の一部を改正する法律が平成15年5月28
日付けで公布されましたが、平成16年4月1日より
施行されていますので今一度ご確認ください。詳
細につきましては、試薬会誌のNo.10とNo.11に新
たな化学物質の審査・規制制度の概要として詳し
く掲載されていますのでご参照下さい。
2．毒物及び劇物取締法

厚生労働省政令（政令第43号：平成16年3月17日
付官報）により次の物質が毒物及び劇物に指定さ
れました。
① 毒物（第1条関係）に指定
（1）三塩化チタン及びこれを含有する製剤
（2）フルオロスルホン酸及びこれを含有する

製剤
（3）六弗化タングステン及びこれを含有する　

製剤
② 劇物（第2条第1項関係）
（1）メチル=N-[2-[1-（4-クロロフェニル）-1H-ピ

ラゾール-3-イルオキシメチル]（フェニル）
（N-メトキシ）カルバマート（別名ピラク
ロストロピン）及びこれを含有する製剤

③ 劇物から除外（第2条第1項関係）
（1）5-アミノ-1-（2･6 -ジクロロ-4-トリフルオロ

メチルフェニル）-4 -エチルスルフィニル-1 H-
ピラゾ-ル-3 -カルボニトリル（別名エチ
プロール）及びこれを含有する製剤

（2）（E）-ウンデカ-9 -エンニトリル,（Z）-ウンデ
カ-9 -エンニトリル及びウンデカ-10 -エンニ
トリルの混合物（（E）-ウンデカ-9-エンニト
リル45％以上55％以下を含有し、（Z）-ウ

ンデカ-9-エンニトリル23％以上33％以下
を含有し、かつ、ウンデカ-10 -エンニトリ
ル10％以上20％以下を含有するものに限
る。）及びこれを含有する製剤

（3）4-シアノ-3･5-ジフルオロフェニル=4-ブタ-
3-エニルベンゾアート及びこれを含有す
る製剤
施行日：平成16年4月1日（但し③の劇物
からの除外は公布の日（3月17日））から施行

3．有害物質を含有する家庭用品の規制に関する　

法律

平成16年3月17日付官報にて有害物質を含有す
る家庭用品の規制に関する法律第2条第2項の物
質を定める政令の一部を改める政令（政令第40号）
（厚生労働省）にて下記の通り指定された。
①次に掲げる物を有害物質に指定することと
した。（第2条第2項関係）
ジベンゾ[a･h]アントラセン　　　　　
ベンゾ[a]アントラセン
ベンゾ[a]ピレン

②この政令は、平成16年6月15日から施行
4．労働安全衛生法

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令
（平成15年政令第457号）が平成15年10月16日に公
布され、平成16年10月1日から施行される。改正の
趣旨、内容については下記の通り。
①改正の趣旨
石綿のうちアモサイト（茶石綿）及びクロシドラ

イト（青石綿）については、平成7年政令第9号によ
る労働安全衛生法施行令第16条の改正により、そ
の製造、輸入、譲渡、提供又は使用が禁止されて
いるが、近年その他の石綿についても代替品の開
発が進んできていること等を踏まえ、国民の安全
確保の観点から石綿の使用が不可欠なものではな
く、かつ、技術的に代替化が可能な石綿含有製品
について、その製造等を禁止するものである。
②改正の要点



（1）石綿（アモサイト及びクロシドライトを
除く。）を含有する石綿セメント円筒、押
出成形セメント板、住宅屋根用化粧スレ
ート、繊維強化セメント板、窯業系サイ
ディング、クラッチフェーシング、クラ
ッチライニング、ブレーキパット、ブレ
ーキライニング及び接着剤（以下「石綿セ
メント円筒等」という。）の製造等を禁止
すること（第16条及び別表第8の2関係）。

（2）この政令は平成16年10月1日から施行す
ること（附則第1条関係）。

（3）平成16年10月1日前に製造され、又は輸
入された石綿セメント円筒等については
労働安全衛生法第55条の規定は適用しな
いこと（附則第2条第1項関係）

（4）平成16 年10月1日において現に石綿セメ
ント円筒等を試験研究のため製造し、又
は使用している者については、平成16年
12月31日までの間は、改正後の労働安全
衛生法施行令第16条第2項の要件に該当
しない場合にも、当該石綿セメント円筒
等を製造し、または使用することができ
ること（附則第2条第2項関係）。

5．通知関係

①液状薬剤の誤飲による災害防止について
平成16 年1月23日付にて厚生労働省労働基準局

より下記の通り通知された。
有害化学物質を取り扱う事業所においては、そ

の取扱い作業における暴露防止対策はもとより、
事業場での飲食に伴う有害物資の摂取の防止も重
要であり、このためには、飲食を行う場所と作業
場所との分離並びに飲食物と有害化学物質の保管
場所の分離及び有害化学物質に係る注意喚起のた
めの表示が基本である。飲食に伴う有害化学物質
の摂取は、基本的には手指等を介して有害化学物
質により飲食物が汚染されることによるものであ
るが、近年、飲料の空容器に移し替えた消毒剤、
有機溶剤等の液状薬剤を労働者が飲料と誤飲して
飲み、急性薬物中毒となる災害が相次いで発生し
ている。いずれの災害も有害化学物質の小分け容
器として飲料容器が安易に転用されており、外観
から飲料と誤認しやすいことに加え、飲食物との
保管場所の分離や内容物の有害に係る表示等の基

本的な化学物質管理がなされていなかったことが
原因としてあげられる。このような誤飲災害防止
のために所要の措置が講じられるべきである。
（1）飲料用の空容器を液状薬剤の小分け容

器に使用しないこと。
（2）液状薬剤の容器は、小分け用のものに

ついて他のものと誤飲のおそれのない専
用容器とし、容器に内容物、有害性、取
扱上の注意事項等を明確に表示すること。

（3）液状薬剤等と飲料とは、保管場所を別に
すること。

誤飲の例が安全衛生情報センターのホームペー
ジに記されている。
http://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-45/hor1-45-1-1-2.html
②平成16 年5月31日付にて厚生労働省医薬食品　
局より「硫酸に係る適正な販売の徹底につい
て」ならびに「過酸化水素に係る適正な販売の
徹底について」各々通知された。
（1）硫酸に係る適正な販売等の徹底について

脱税目的で不正軽油（都道府県知事の承
認を受けずに脱税を目的として製造され
る軽油をいう）の製造のために劇物たる
硫酸が使用され、その過程で生じる硫酸
ピッチ不法に投棄されるという事例が多
く発生していることに鑑み、劇物たる硫
酸を取り扱う毒物劇物販売業者に対して
適正な販売が実施されるよう通知された。

（2）過酸化水素に係る適正な販売等の徹底に
ついて
近年、劇物たる過酸化水素を使用した手
製爆発物の製造及びそれらの手製爆発物
を使用した事件が相次いで発生している
状況に鑑み、警察庁より過酸化水素の適
正な販売及び保管管理の一層の徹底につ
いて協力要請があり、厚生労働省より毒
物劇物販売業者に対して、一般消費者へ
の劇物たる過酸化水素の販売を自粛する
とともに、譲渡に当たっても法遵守の上、
譲渡人の身元および使用目的を充分確認
した上で、適正な販売が実施されるよう
通知された。

以上


